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ま え が き 

交通安全計画は、交通安全対策を総合的かつ計画的に推進するため、昭和４５年６月に

制定された交通安全対策基本法に基づき、国及び地方公共団体が策定するものです。軽井

沢町においても１０次にわたり計画を策定し、免許人口や自動車保有台数の増加、経済活

動の活発化、高速道路の開通、高齢化社会の進展など、その時々の交通事故増加要因とな

る社会変化に対応しながら、関係機関・団体と一体となって各種交通安全対策を着実に推

進してきました。 

その結果、平成２８年度から令和２年度までの第１０次軽井沢町交通安全計画期間中は、

事故発生件数、負傷者数とも、平成２３年度から平成２７年度にかけて実施された第９次

計画期間に比べて減少させることが出来ました。 

しかしながら、軽井沢町における令和２年中の人口１万人当たりの事故発生件数は 

４７.０件と県下の市町村で２番目に高く、さらなる減少を目指す必要があります。 

 近年において高齢運転者による事故、子供が犠牲となる痛ましい事故が発生しており、

特に、次世代を担う子供のかけがえのない命を交通事故から守っていくのも重要です。 

交通事故の防止は、関係行政機関・団体及び住民一人ひとりが全力を挙げて取り組まな

ければならない重要な課題であり、人命尊重の理念のもとに、交通事故のない社会を目指

し、総合的かつ長期的な施策の大綱を定め、これに基づいて諸施策を強力に推進していか

なければなりません。 

  このような観点から、この第１１次軽井沢町交通安全計画は、令和３年度（２０２１年

度）から令和７年度（２０２５年度）までの５年間に講ずべき交通安全に関する施策の大

綱を定めたものであり、関係機関・団体等が緊密な連携を保ち住民に十分な理解を求め、

地域の交通実態に即した効果的な交通安全施策を推進してまいります。 



 

 

 ＳＤＧｓは２０１５年国連サミットで採択された「持続可能な開発目標」の略称で、 

２０３０年までに達成しようという目標を示しています。世界中で抱える問題を１７に分

類し、その目標値を設定したものです。本計画は、この中の１０の「人や国の不平不満を

なくそう」、１１の「住み続けられるまちづくりを」、１６の「平和と公正をすべての人

に」を目標に、この理念を基本に事業を展開することとします。
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計 画 策 定 の 考 え 方 
 

１  基本理念 

〇 交通事故のない社会を目指して 

  長期の人口減少過程に入り、高齢化率が高まる社会へ進展していきます。このような時代 

変化を乗り越え、豊かで活力のある社会を構築していくためには、安全で安心して暮らすこ 

とができ、移動することができる社会を実現することが重要です。 

  これまで実施してきた各種施策の深化はもちろんのこと、交通安全の確保に資する先端技 

術を積極的に取り入れた新たな時代における対策に取り組むことが必要であり、これにより 

究極的には事故のない交通安全社会を目指します。 

〇 人優先の交通安全思想 

  道路交通については、自動車と比較して弱い立場にある歩行者等の安全や高齢者、障がい 

者、子供等の交通弱者の安全を一層確保する必要があります。また、思いがけず交通事故被 

害者等となった方に対して、一人ひとりの状況に応じた支援が求められます。このような 

「人優先」の交通安全思想を基本としあらゆる施策を推進していきます。 

〇 高齢化が進展しても安全に移動できる社会の構築 

  道路交通については、高齢歩行者の交通事故とともに高齢運転者による事故は、喫緊の課 

題であります。地域で高齢者が自動車に頼らずに自立的に日常生活を営むことができるよう 

にすることも課題となっています。全ての交通の分野で、高齢化の進展に伴い生じうる、様 

々な交通安全の課題に向き合い、解決していくことが不可欠となります。 

高齢になっても安全に移動することができる社会、さらに、年齢や障がいの有無等に関わ 

りなく安全に安心して暮らせる「共生社会」を、交通に携わる関係者の連携によって、構築 

することを目指します。 

 

２  計画策定の趣旨 

交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、国、県の交通安全計画に基づき「軽井沢

町交通安全計画」を作成し、各種の施策を実施してきました。 

町内の交通事故死者数は、平成２８年１月１５日に、１４名(※１)の方が犠牲になるスキーツ

アーバス転落事故が起きてしまいました。平成２９年から令和元年にかけて毎年１名の方が犠牲

となっており、令和２年は死亡事故がありませんでした。 
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町内の事故発生件数は、平成２６年から連続して減少していましたが、平成２９年には、 

１５５件となり前年より約８％の増加がありました。その後については、連続で減少しており、

第１０次最終年である令和２年には、９２件と大幅に減少し初年度と比較すると約３６％減少す

ることができました。しかし、人口１万人あたりの事故発生件数で比較すると、４７.０件と県下

で２番目に多く引き続き厳しい状況が続いています。 

これらは、行楽期に軽井沢町へ訪れる町外者によるものが約３分の２を占めており、慣れない

道路での運転による接触事故が多いことが要因となっております。それに加え、社会・経済活動

の２４時間化、高齢者人口の増加等が考えられます。 

交通安全対策を効果的に推進するためには、こうした交通情勢や、社会情勢の変化に適切に対

応し、実効性のある対策を重点的かつ計画的に実施していく必要があります。 

そこで、人命尊重の理念のもと、真に豊かで活力のある社会を構築し、究極的には交通事故の

ない社会を実現することを目標に、令和３年度から令和７年度までの５年間について「第 

１１次軽井沢町交通安全計画」を作成するものです。 

※１：死亡者数については、事故発生から 24時間以内に亡くなられた統計上の人数です。 

 

３  計画の性格 

軽井沢町交通安全対策会議が、国の「第１１次交通安全基本計画」及び、県の「第１１次長野県 

交通安全計画」に基づき作成し、今後５年間の軽井沢町の交通安全対策に関する大綱を定めたもの 

です。 

  

４  計画推進に当たっての役割分担と連携強化 

行政のほか、学校、家庭、職場、交通関係団体、企業等がそれぞれの責任を持ちつつ役割分担 

しながら連携し、住民が交通安全活動に積極的に参加できるように交通安全対策を推進します。 
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第１章 道路交通の安全 
 

第１節 交通安全についての目標 

 
 
Ⅰ 交通事故の現状等 

 
１ 交通事故の現状 

 

 

（注）死者数は、交通事故発生から24時間以内の死亡数 

 

○ 軽井沢町の交通事故による死者数は、交通戦争と呼ばれていた昭和４０年代には９名に

達した年が３回あり、年平均５.５名という高水準でした。過去１０年間で比較すると、

年平均では２．４名と減少していますが平成２８年１月のスキーツアーバス転落事故の要

因もあり高い水準となっています。平成２９年から令和元年まで１名と低い水準で推移し、

令和２年では０名となりましたが引き続き死亡事故ゼロを推進する必要があります。 

 

○  長野県については、昭和４７年に３３７人を数えましたが、その後減少に向かい、昭和

５６年には１５０人とピーク時の半数以下となりました。その後再び増加に転じ、平成 

４年には２５４人に達したものの、翌年以降再び減少傾向に転じ令和２年の死者数は４６

人で、ピーク時の約７分の１に減少しました。 
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○ 軽井沢町内の交通事故の発生件数・負傷者数は平成１４年にピークに達し、そ

の後、減少したものの絶対数として依然として高い状態で推移しています。 

事故の特徴としては、国道１８号で多発しており、約半数は追突事故で、週末

に多発する傾向にあります。 

交通死亡事故は、平成２８年 1月１５日には、国道１８号碓氷バイパスにおい

て、スキーツアーバス転落事故が発生し、１４名の尊い命が失われています。 

平成２９年度以降、国道１８号中軽井沢、信号のない交差点において普通乗用

車に横断歩道横断中の歩行者がひかれる事故１件 1 名、国道１４６号においては、

カーブを曲がり切れなかったバイクと普通車の正面衝突 1件 1名、軽貨物車が道

路をはみ出し普通自動車と衝突、同乗者の死亡事故 1件 1名の発生があり、第１

０次交通安全計画期間中は、第９次交通安全計画期間中より１０名も多い１７名

の尊い命が失われています。 

ここ５年間の死亡事故の特徴は、全て国道で発生しています。 
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○ 県内交通死亡事故の特徴 

 ① ６５歳以上の高齢者の死者数は年々減少しているが高水準で推移しており全

死者数の６７．４％となっています。 

高齢死者のうち、歩行中または自転車乗車中の死者が６４．５％となる一方、

高齢運転者による死亡事故が多発し、運転中の高齢者自身が死亡するケースが

目立ちます。 

② 全死者数に占める歩行中の死者数の割合は３２．６％を占め、夕暮れの時間 

帯に多発する傾向があります。 

 

２ 道路交通を取り巻く状況の展望 

○ 今後の道路交通を取り巻く状況は、運転免許保有者数、車両保有台数は、減

少することが見込まれます。 

○ 交通死亡事故の当事者となる比率の高い高齢者人口の増加、中でも高齢者の

運転免許保有者の増加は、道路交通にも大きな影響を与えるものと考えられま

す。 

   ○ 今後、新規に行われる交通安全施策や、歩車道分離式信号などの道路整備、先

進技術を搭載した自動車の導入等により、より安全な道路交通が考えられます。 
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Ⅱ 第１１次軽井沢町交通安全計画における目標 

 

○ 交通安全の究極の目標は、人命尊重の理念に立ち、交通事故のない「安全で安心  な社

会」を作ることにあります。 

平成２８年１月１５日に起きたスキーツアーバス転落事故により、１４名の方が亡くなり、

第１０次交通安全計画期間中の交通事故死者数が大幅に増加しました。  

今後、交通死亡事故抑止を最重点に掲げ、各種交通安全施策を総合的に推進し、第１１次

交通安全計画の目標としては、交通事故死亡者数の抑制、また、負傷者数を減少させるため

の交通事故の総量抑制についても一層積極的に取り組み、令和７年までに年間の事故発生件

数を「８０件以下」、負傷者数を「１１０人以下」にすることを目指します。 

 

【参考】これまでの交通安全計画の目標値と実績値 

計画 対象期間 目標値 実績値 

第６次 
平成８年度～ 

平成１２年度 

交通事故死亡者数 

年間１人以下 

交通事故死亡者数 

平成８年 ３人  平成９年度  ２人 

平成 10年 １人   平成 11年度  ４人 

平成 12年 １人 

第７次 
平成１３年度～ 

平成１７年度 

交通事故死亡者数 

年間１人以下 

交通事故死亡者数 

平成 13年 ５人  平成 14年 ５人 

平成 15年 ４人   平成 16年 １人 

平成 17年 １人 

第８次 
平成１８年度～ 

平成２２年度 
交通死亡者数０人 

交通事故死亡者数 

平成 18年 ０人  平成 19年 ０人 

平成 20年 ３人   平成 21年 １人 

平成 22年 ２人 

第９次 
平成２３年度～ 

平成２７年度 

年間の事故発生件数

130件以下、負傷者数

200人以下 

平成 23年 事故発生件数 196件 負傷者数 283人 

平成 24年 事故発生件数 174件 負傷者数 249人 

平成 25年 事故発生件数 177件 負傷者数 263人 

平成 26年 事故発生件数 181件 負傷者数 243人 

平成 27年 事故発生件数 159件 負傷者数 213人 

第１０次 
平成２８年度～ 

令和２年度 

年間の事故発生件数

130件以下、負傷者数

180人以下 

平成 28年 事故発生件数 143件 負傷者数 221人 

平成 29年 事故発生件数 155件 負傷者数 192人 

平成 30年 事故発生件数 137件 負傷者数 180人 

令和元年  事故発生件数 126件 負傷者数 169人 

令和２年  事故発生件数  92件 負傷者数 129人 
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□ 目標達成への指針 

○ 町は、国、県、交通関係機関・団体等と連携して、地域の実情に応じた効果的な交通安 

全対策を推進します。 

○ 地域における交通関係団体・ボランティア等の行う交通安全運動への社会的期待も大き 

く、交通関係団体やボランティアは、町や警察署と連携し、あるいは相互に協力しながら、 

効果的な交通安全対策を進めていくこととします。 

○  悲惨な交通事故をなくすためには、何よりも、町民一人ひとりが交通ルールを守り、正 

しい交通マナーの実践を習慣とすることが肝要です。 

この計画が効果的に推進されるよう、町民一人ひとりが計画の担い手となり、行政と一 

緒になって交通安全について考え、行動していくものとします。 

   ○ 町内における事故発生状況をみると、約３分の２が町外者における事故であることから、 

  軽井沢町に訪れる方への広報活動等を進めていくこととします。 
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第２節 交通安全についての対策 

 

Ⅰ  今後の交通安全対策を考える視点 

○ 全国的に道路交通事故による死者数が減少していることを鑑みると、これまでの交通安全 

計画に基づき実施されてきた対策には一定の効果があったものと考えられます。 

○ 交通事故件数は、減少傾向にありますが、一方で高齢者の人口増加等により、高齢ドライ 

バーの安全不確認、脇見運転、動静不注視等の安全運転義務違反に起因する交通事故が後を 

絶ちません。 

○ スマートフォン等の普及に伴い、歩行中や運転中の操作による危険性も指摘されています。 

○ 今後は、従来の交通安全対策を基本としつつ、経済社会情勢や交通情勢の変化等に対応し、 

さらに実際に発生した交通事故に関する情報の収集や分析を充実し、より効果的な対策への 

改善を図り、有効性が見込まれる新規施策を推進します。 

○ このような観点から次の交通安全対策を実施します。 

① 交通安全思想の普及促進 

② 道路交通環境の整備 

③ 安全運転の確保 

④ 車両の安全性の確保 

⑤ 道路交通秩序の維持 

⑥ 救助・救急活動の充実 

⑦ 交通事故被害者支援の推進 

○ さらに、今後の対策の推進にあたっては、次の視点を重視して推進していきます。 

 
 １ 高齢者及び子供の安全確保 

○ 軽井沢町内における６５歳以上の高齢者人口は、令和３年４月１日現在、 

６,７１８人で全人口の３２．０５％を占め、１０年前の２４．６５％から７．４０ポイント 

上昇しており、２０年前からは１２．５１ポイント上昇、今後も更に高齢化率が進むと予想 

されているなか高齢者の多様な実像・実態を踏まえ、きめ細かな交通安全対策を推進し高齢 

者にとって安全で安心な、交通社会の形成を図っていくことが必要です。 

 ○  高齢者の交通事故防止は、高齢歩行者と高齢ドライバーのそれぞれの特性を理解した上で 

対策を講じます。特に、高齢ドライバーについては、今後大幅な増加が予想されることから、 
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交通事故を起こさないための対策を強化していきます。 

  また、運転免許を自主返納した高齢者の生活の足を確保するための交通環境整備等、運転 

免許自主返納制度に対する支援施策の充実を図っていきます。 

 ※軽井沢町では免許返納した高齢者が安心して外出できるようにタクシー利用券の支給と運 

転経歴証明書交付手数料の補助を行っています。 

○ 加齢による身体機能の変化にかかわりなく、高齢者が交通社会に参加することを可能にす 

るため、多様な人々が利用しやすいよう街や生活環境を設計するとの考え方に基づき、バリ 

アフリー化された道路交通環境の形成を図っていきます。 

 ○  高齢者の事故防止を図るためには、高齢者が日常的に利用する機会の多い医療機関や福祉 

  施設等と連携して実施していくことや、高齢者の事故が居住地の近くで多発していることか 

ら、自治会に入っていない別荘定住の高齢者も含め、地域における生活に密着した交通安全 

活動を充実させることが重要です。 

  ○ 高齢化の進展と同時に、考えなければいけないのが少子化の進展です。 

    安心して子供を産み、育てることができる社会を実現するために、子供を交通事故から守 

る観点から、通学路等における歩道などの歩行空間の整備を積極的に推進します。 

  ○ 次世代を担う子供の安全を確保する観点から、未就学児や子供が日常的に集団で移動する 

経路や通学路等において、安全・安心な歩行空間の整備を積極的に推進して、子供が移動し 

やすい環境の整備を図っていきます。 
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２ 歩行者及び自転車の安全確保 

 ○ 安全で安心な社会の実現を図るためには、自動車と比較して弱い立場にある歩行者の安全を 

確保することが必要不可欠であり、特に高齢者や子供にとって身近な道路の安全性を高めるこ 

とがより一層求められています。 

 ○ 自転車は、自動車と衝突した場合には被害を受ける反面、歩行者と衝突した場合は加害者と 

なるので、自転車走行空間の確保や自転車利用者に対する交通安全教育を進める必要がありま 

す。 

○ 長野県自転車の安全で快適な利用に関する条例が平成３１年３月に施行され、長野県内で自 

転車を利用する際には自転車損害賠償保険等の加入が義務化されたことから情報提供等を行い 

加入促進を図ります。 

 

３ 生活道路及び幹線道路における安全確保 

○ 全国的にみると、生活道路における死者は、全死亡事故の約２割を占めており、生 

 活道路における交通の安全を確保することが重要です。 

○ 交通の支障を及ぼす恐れのある突発的な事象への対応の更なる強化を図ります。 

○ 今後は、生活道路において、自動車の速度抑制を図るための道路交通環境の整備、 

 幹線道路を走行すべき自動車が生活道路へ流入することを防止するための、幹線道路 

における交通安全対策及び交通流の円滑化を推進するなど、生活道路における交通の 

安全を確保する対策を、総合的なまちづくりの中で推進する必要があります。 

○ 過去５年間の軽井沢町内における交通事故死者数で８割以上を占める、幹線道路の 

 安全対策については、危険性が高い特定の区間を明確化し、事故原因に即し効果の高 

 い対策の立案、対策効果の評価と評価結果に基づく新たな対策といった「効果を上げ 

るマネジメント」を推進します。 

 

４ 先端技術の活用推進 

○ 衝突被害軽減ブレーキを始めとした先端技術の活用により、交通事故が減少してい 

 ることから、国や県の動向を踏まえ、衝突被害軽減ブレーキやペダル踏み間違い時加 

速抑制装置等を搭載した車の普及促進を図ります。 

  軽井沢町でも急発進防止装置（安全運転サポート車）等への補助制度を国や県の動 
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 向を注視しながら充実させるなど普及促進を図ります。 

  また、危険認知の遅れや運転操作の誤りによる事故を未然に防止するための安全を 

 支援する先端技術の活用や導入を推進し、交通の安全を確保していきます。 

５ 交通実態等を踏まえたきめ細かな対策の推進 

○ これまでの対策では、抑止が困難であった事故については、発生場所、形態等を 

細な情報に基づき分析し、よりきめ細やかな対策を効果的かつ効率的に実施してい

くことにより交通事故の減少を図ります。 

 

６ 地域が一体となった交通安全対策の推進 

○ 交通事故の発生場所や発生形態等事故特性に応じた対策を実施していくため、交 

通情報の提供に努めるなど、地域住民に交通安全対策に関心を持ってもらい、当該

地域における安全安心な交通社会の形成に、自らの問題として積極的に参加しても

らうなど、住民主体の交通安全意識を醸成していきます。 

 

Ⅱ 講じようとする施策 

 

１ 交通安全思想の普及徹底 

交通安全教育は、自他の生命尊重という理念のもとに、交通社会の一員としての責 

  任を自覚し、交通安全意識と交通マナーの向上に努め、相手の立場を尊重し他の人々 

や地域の安全にも貢献できる良き社会人を育成する上で、重要な意義を有していま 

す。さらに、交通安全意識を向上させ交通マナーを身に付けるためには、人間の成長 

過程に合わせ、生涯にわたる学習を促進して住民一人ひとりが交通安全の確保を自ら 

の課題として捉えるよう意識の改革を促すことが重要です。 

 

 （１）段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

    交通安全教育指針等を活用し、幼児から高齢者に至るまで、心身の発達段階やラ 

ライフステージに応じた段階的かつ体系的な交通安全教育を行います。 

    交通安全教育・普及啓発活動を行うにあたっては、参加・体験・実践型の教育方 

   法を積極的に取り入れるとともに、インターネットを活用するなど、必要な情報を 

分かりやすく提供していきます。 

 また、関係する機関・団体と連携を取りながら地域が一体となった活動を推進し 
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ます。 

  ア  幼児に対する交通安全教育 

○  心身の発達段階や地域の実情に応じて、基本的な交通ルールを守り、安全に 

 行動できる習慣や態度を身につけさせることを目標とします。 

○ 保育園・幼稚園においては、家庭及び関係機関・団体等と連携・協力を図り 

 ながら、日常の教育・保育活動のあらゆる場面をとらえて交通安全教育を計画  

  的かつ継続的に行います。 

 これらを効果的に実施するため、紙芝居や寸劇などを利用したり親子で実習 

したりするなど、分かりやすい指導に努めます。 

○ 関係機関・団体は、保育園・幼稚園等において行われる交通安全教育の支援 

を行うとともに、幼児の保護者が幼児の手本となって適切な指導ができるよう 

保護者に対する交通安全講習会等の実施に努めます。 

   イ  小学生に対する交通安全教育 

○ 心身の発達段階や地域の実情に応じて、歩行者及び自転車利用者として必要 

な技能と知識を習得させるとともに、道路や交通状況に応じて、道路交通にお 

ける危険を予測し、これを回避して安全に通行する意識及び能力を高めること 

を目標とします。 

 ○ 小学校においては、家庭及び関係機関・団体等と連携・協力を図りながら、 

  学校教育活動全体を通じて、歩行者としての心得、自転車並びに乗り物の安全 

な利用、危険の予測と回避、交通ルールの意味及び必要性等について重点的に 

交通安全教育を実施します。 

○ 町・警察署・交通指導員等は、小学校の交通安全教育を支援し、小学生に 

対する実践的な交通安全教育の推進を図ります。 

   ウ 中学生に対する交通安全教育 

 ○  自転車で安全に道路を通行するために必要な技能と知識を十分習得させる 

とともに、道路を通行する場合は思いやりを持ち、自己の安全ばかりでなく、 

他の人々の安全にも配慮できることを目標とします。 

         ○  中学校においては、学校教育活動全体を通じて、歩行者としての心得、自 

転車の安全な利用、自動車等の特性、危険の予測と回避及び交通ルールの意 
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味等について重点的に交通安全教育を実施します。 

     エ 高校生に対する交通安全教育 

         ○ 二輪車運転者及び自転車利用者として、安全に道路を通行するために必要 

な技能と知識を十分習得させるとともに、交通社会の一員として、交通ルール 

を遵守し、交通マナーを実践して自他の生命を尊重する等責任ある行動ができ 

るような、健全な社会人を育成することを目標とします。 

      ○  高等学校においては、学校教育活動全体を通じて、自転車の安全な利用、二 

   輪車・自動車の特性、危険の予測と回避、運転者の責任等について理解を深め 

   るとともに、将来の運転者として備えておくべき安全意識を醸成するための参 

   加・体験・実践型の交通安全教育を推進します。 

     オ 成人に対する交通安全教育

 ○ 自動車等の安全運転確保の観点から、運転者としての社会的責任の自覚、 

 安全運転に必要な技能及び技術、特に危険予測・回避の能力の向上、交通事 

 故の悲惨さに対する理解及び交通安全意識・交通マナーの向上を目標とした 

 交通安全教育を行います。 

   ○ 事業所等の自動車の使用者は、事業所における自主的な安全運転管理の 

活発化に努め、安全運転管理者、運行管理者等による交通安全教育を行う 

ほかヤングドライバークラブの育成をし、地域・職場において自主的な交 

通安全活動を行います。 

      カ 高齢者に対する交通安全教育 

          ○ 加齢に伴う身体機能の変化が運転者又は歩行者の交通行動に及ぼす影響 

      を理解させるとともに、道路及び交通の状況に応じて、安全に道路を通行 

      するために必要な実践的技能及び交通ルール等を習得させることを目標と 

      します。 

 ○ 高齢者交通安全教室の開催を推進するとともに、高齢者の社会教育活

動・福祉活動、スポーツ等各種の催し等の機会を活用した交通安全教育や 

  高齢者交通安全推進員等のシルバーリーダーを対象とした参加・体験・実 

  践型の交通安全教育を実施します。 

  ○ 交通安全教育を受ける機会の少ない高齢者を中心に、関係団体、交通安 
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   全ボランティア等による高齢者家庭訪問を通じた個別指導など、高齢者と 

日常的に接する機会を利用した助言等が地域ぐるみで行われるように努め 

ます。 

○ 高齢運転者には、安全運転サポート車の普及啓発や運転免許証の自主返 

 納制度の周知について推進します。 

  ※軽井沢町では免許返納した高齢者が安心して外出できるようにタクシー

利用券の支給と運転経歴証明書交付手数料の補助を行っています。 

    キ 障がい者に対する交通安全教育（県の計画と連携） 

            ○ 障がい者に対しては、交通安全のために必要な技能及び知識の習得のた 

       め、地域における福祉活動の場を利用するなど、障がいの程度に応じたき 

め細かい交通安全教室を推進します。  

        ○ 手話通訳員の配置、字幕入りビデオの活用等に努めるとともに、参加・ 

       体験・実践型の交通安全教育を開催する等障がいの程度に応じ、きめ細か 

い交通安全教育を推進します。 

       ○ 自立歩行が困難な障がい者に対しては、介護者ボランティア等の障がい 

       者に付き添う者を対象とした講習会等を開催します。 

     ク 外国人に対する交通安全教育（県の計画と連携） 

          ○ 外国人に対し、交通ルールやマナーに関する知識の普及を目的として、 

交通安全教育を推進します。 

       ○ 定住外国人に対しては、母国との交通ルールの違いや交通安全に対す 

る考え方の違いを理解させる等効果的な交通安全教育に努めます。 

       ○ 外国人を雇用する使用者等を通じ、外国人の講習会等への参加を促進 

します。また、増加が見込まれる訪日外国人に対しても、外客誘致等に 

係る関係機関・団体と連携し、多言語によるガイドブックやウェブサイ 

ト等各種広報媒体を活用し交通ルールの周知活動を推進します。  

 

  （２）効果的な交通安全教育の推進 

 交通安全教育を行うに当たっては、受講者が安全に道路を通行するために必 

要な知識を習得し、かつ、その必要性を理解できるようにするため、参加・体 
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験・ 実践型の教育方法を積極的に活用します。 

 また、交通安全教育を行う機関・団体と情報を共有し、資機材の貸与、講師の 

派遣等、相互の連携を図りながら交通安全教育を推進します。 

 

  （３）交通安全に関する普及啓発、広報活動の推進  

 ア 住民参加型の交通安全運動の推進

○ 交通安全運動の実施に当たっては、広報かるいざわ、ＦＭ軽井沢、町ホー 

 ムページ、ＳＮＳ、リーフレット等を活用し、事前に運動の趣旨、実施期間、

運動重点、実施計画等について広く住民に周知し、住民参加型の交通安全運 

動の充実・発展を図ります。 

    ○ 地域の実態に応じた運動の実施に努め、民間団体及び交通ボランティアの 

参加促進を図り、参加・体験・実践型の交通安全教室の開催等により、交通 

事故を身近なものとして意識させる交通安全活動を促進します。 

   イ 横断歩行者の安全確保 

       ○ 信号機のない横断歩道での事故は、自動車の横断歩道手前での減速や、歩 

行者の有無の確認が不十分なものが多いため、運転者に対して横断歩道での 

速義務や横断歩道における歩行者優先義務を再認識させるため、交通安全教 

育を推進します。 

     ○ 歩行者に対しては、横断歩道を渡ること、信号機に従うといった交通ルー 

ルの遵守と、運転者に対して意思を明確に伝えるため、手を挙げるなどのハ 

ンドサインによる横断歩道ルール・マナーアップ行動を促進します。 

 また、横断前の確実な安全確認と、横断中も安全確認を行う等、歩行者自 

らが自分を守るための安全行動を促す交通安全教育を推進します。 

     ○ 横断歩道に近接している路線バスの停留所が存在する状況においては、停 

車したバスによる死角が生じることを運転者、歩行者双方が十分に認識する 

必要があります。それと同時に、その危険性を取り除くための対策を進める 

ことが求められており、今後、交通事業者や道路管理者をはじめとする関係 

機関等が連携し、対策のあり方を検討します。 
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 ウ 自転車の安全利用の推進 

   ○ 自転車は本来車両であること、道路を通行する場合は車両としてのルール 

     を遵守し、交通マナーを実践しなければならないことを周知していきます。 

○ 自転車乗車中の交通事故や自転車による迷惑行為を防止するため、歩行者 

    や他の車両に配慮した通行等自転車の正しい乗り方に関する普及啓発を図り 

    ます。 

       特に歩道通行時におけるルールや、スマートフォン等を注視しながらの乗 

       車、イヤホン等を使用して安全な運転に必要な音が聞こえない状態での乗車 

       の危険性等についての周知・徹底を図ります。 

 エ 後部座席を含めたすべての座席におけるシートベルト着用の推進 

  ○ 令和３年４月における町内のシートベルト着用率調査では、運転席１００ 

％、助手席１００％でした。（町住民課調査） 

      令和３年４月の県下平均は運転席９９．６％、助手席９８．９％、後部座 

席８２．１％であり、このことから今後も後部座席を含めた着用の推進を図 

ります。（着用率については長野県交通安全運動推進本部事務局集計） 

オ チャイルドシートの正しい着用の徹底 

  ○ チャイルドシートの着用効果及び正しい着用方法について、保育園・幼稚 

    園、病院等と連携して保護者に対する効果的な広報啓発及び指導に努め、正 

    しい着用の徹底を図ります。 

カ 反射材の普及促進 

     ○ 夜間の歩行者及び自転車利用者の交通事故防止に期待できる反射材の普及 

       を図るため、各種広報媒体を活用して積極的な広報啓発活動を推進します。 

  ○ 反射材の視認効果、使用方法等について理解を深めるため、参加・体験・ 

    実践型の交通安全教育の場での活用促進を図ります。 

 キ 飲酒運転根絶に向けた交通安全教育及び広報啓発活動等の推進 

   ○ 飲酒運転の危険性や、飲酒運転による交通事故の実態を周知するための交 

   通安全教育や広報啓発を引き続き推進します。 

   ○ 交通ボランティアや安全運転管理者、酒類販売業者、酒類提供飲食店、駐 

   車場関係者等と連携してハンドルキーパー運動の普及啓発に努めるなど、地 

域、職域等における飲酒運転根絶の取り組みを更に進めます。 
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    ク 夕暮れ時、夜間の交通事故防止の推進 

 ○ 夕暮れ時の時間帯から夜間にかけて重大事故が多発する傾向にあることか 

ら、交通事故実態、危険性等を広く周知し、この時間帯の交通事故防止を図 

   ります。 

             また、季節や気象の変化等に応じ、自動車の早め点灯を促進します。 

 

  （４）交通の安全に関する民間団体等の主体的活動の推進 

 交通安全を目的とする民間団体については、交通安全指導者の養成等の事業及び 

諸行事に対する援助並びに交通安全に必要な資料の提供活動を充実するなど、主体 

的な活動を促進します。 

 

  （５）住民の参加・協働の推進 

 交通の安全は、住民の安全意識により支えられることから、住民自身が交通安全 

に関する意識改革を進め、行政、民間団体、企業等と住民が連携を密にした上で、 

それぞれの地域の実情に即した身近な活動を推進し、住民の参加・協働を積極的に 

進めます。 

 

２ 道路交通環境の整備 

  道路交通環境の整備については、これまでも幹線道路と生活道路の両面で対策を推 

進してきており、今後はこれまでの対策に加え、少子高齢化等の社会情勢の変化に対 

応し、子供を交通事故から守り、高齢者が安全かつ安心して外出できる交通社会の形 

成を図る観点から、通学路、生活道路、市街地の幹線道路等において、安全安心な歩 

行空間が確保された人優先の道路交通環境整備の強化を図っていきます。 

 道路交通環境整備については、関係団体等との協議の場を設け、連携を図りながら 

推進します。 

  （１）生活道路における人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

  これまで一定の成果を挙げてきた交通安全対策は、主として「車中心」の対策で 

あり、歩行者の安全対策は十分とは言えないことから、身近な生活道路等において、 

「人優先」の視点に立った交通安全対策を推進していく必要があります。 

    ○ 通学路等の歩道整備等の推進 

       小学校、保育園、幼稚園及び児童館等に通う児童や幼児の通行の安全を確保す 

るため、通学路等の歩道整備や路肩のカラー舗装等の整備を推進します。 
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    ○ 生活道路の交通安全対策の推進 

       生活道路への通過車両の進入を抑え、歩行者等の安全確保と生活環境の改善を 

図るため、ポール等の路上工作物の設置や、歩行者優先の路面のカラー表示等に 

より、車両速度を抑制するとともに、エリア内への通過車両進入の抑制対策を実 

施します。 

 

  （２）幹線道路における交通安全対策の推進 

  町内における重大事故の多くが国道で発生している実態に鑑み、道路管理者、警 

察等と連携して、事故抑止対策を実施します。 

○ 事故危険箇所においては、信号機の高度化、歩車分離式信号の運用、道路標 

識の高輝度化、交差点改良、視距の改良、付加車線等の整備、中央帯の設置、 

バス路線等における停車帯の設置及び防護柵、区画線等の整備、道路照明・視 

線誘導標・自転車専用通行帯の設置等の対策を推進します。 

 

  （３）自転車利用環境の総合的な整備 

  自転車を歩行者、自動車と並ぶ交通手段の一つとして、安全かつ円滑に利用でき 

る自転車利用環境を整備します。 

 自転車等の駐車対策については、駐車場所の整備等を図り、自転車、歩行者の通 

行の安全を確保していきます。 

 

  （４）交通需要マネジメントの推進 

  道路交通渋滞を緩和し、道路交通の円滑化を図り交通安全に資するため、道路整 

備や交差点改良等の交通容量の拡大策、パークアンドライド（鉄道駅等まで自家用 

車を利用し、駅等の周辺に設けられた駐車場に駐車し、電車等に乗り継ぐ形態）の 

推進、情報提供の充実等により、道路利用の仕方に工夫を求め、輸送効率の向上や 

交通量の平準化を図る交通需要マネジメントを推進します。 

 

  （５）災害に備えた道路交通環境の整備 

  地震、豪雨、噴火等の災害が発生した場合において、道路の被災状況や道路交通 
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状況を迅速かつ的確に収集・分析・提供し、通行止め等の必要な措置を取るととも 

に、生活を支える緊急交通路、緊急輸送路等を確保します。 

 

  （６）総合的な駐車対策の推進 

  道路交通の安全と円滑を図り、また観光地としての道路環境の整備という観点か 

らも、駐車場空き情報提供や無秩序な路上駐車抑制など地域の特性に応じた駐車対 

策を推進します。 

 

３ 車両の安全性の確保 

   （１）自動車の安全性の確保 

  自動車の保守管理は、自動車使用者の責任のもとになされるべきであります。 

自動車は、交通事故等により運転者自身の生命、身体のみでなく、第三者の生命、 

身体にも影響を与える危険性を内包しているため、自動車の検査・点検整備によ 

り、各車両の安全性の確保を図り適切な保守管理を行うよう啓発します。 

 

   （２）自転車の安全性の確保 

     ア 自転車の点検整備の促進 

   自転車の安全な利用を確保し、自転車事故の防止を図るため、駆動補助機付 

自転車（人の力を補うため原動機を用いるもの）及び普通自転車の形式認定制 

度を適切に運用して、自転車利用者が定期的に点検整備や正しい利用方法等の 

指導を受ける気運を醸成します。 

    イ 自転車用ヘルメットの着用促進 

      交通事故の被害軽減の効果があることを広報啓発するとともに、全ての年齢 

層に対して自転車用のヘルメットの着用を促進します。 

ウ 夜間における自転車の安全対策 

  夜間における交通事故の防止を図るため、灯火の取付けの徹底と反射器材の 

普及促進を図り、自転車の被視認性の向上を図ります。 

 

４ 道路交通秩序の維持   

   暴走族による不法事案を未然に防止し、交通秩序を確保するとともに、青少年の 
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健全な育成を図るために、関係の機関・団体が連携して対策を推進します。 

○ 青少年育成団体等と連携し、家庭、学校、職場、地域等において、青少年に対 

し暴走族に加入しないよう指導等を促進します。 

  ○ 暴走行為を助長するような車両の不正な改造を防止するよう、「不正改造車両 

を排除する運動」等を通じ、広報活動の推進、関係団体に対する働きかけを行い 

ます。 

 

５ 救助・救急活動の充実 

   交通事故による負傷者の救命率・救命効果の一層の向上を図る観点から、救急医 

療機関、消防、警察等による連携、協力関係確保による救助・救急、救急医療体制 

の整備促進を図ります。 

（１）救助・救急体制の整備 

        ア 救助体制の整備・拡充 

  交通事故に起因する救助活動の増大及び事故の種類・内容の複雑多様化に 

対処するため、救助体制の整備・拡充を図り、救助活動を円滑に実施します。 

        イ ＡＥＤの使用を含めた救急法の普及啓発活動の推進 

    現場での適切な応急手当により、救命率の向上が期待できることから、自 

動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用方法を含めた救急法について、講習会等 

を通じて普及啓発を行います。 

       ウ ヘリコプターを活用した救急業務の推進 

    ヘリコプターは、負傷者の救急搬送等に有効であることから、消防防災ヘリコプ 

ター及びドクターヘリを活用した救急業務を推進します。 

 

  （２）救急関係機関の協力関係の確保等 

救急医療施設への迅速かつ円滑な収容を確保するため、救急医療機関、消防機関等 

の関係機関における緊密な連携・協力関係の確保を図るとともに、救急医療機関内の 

受入れ・連絡体制の明確化を図ります。 

 

６ 被害者支援の充実と推進 

交通事故被害者は、交通事故により肉体的、精神的、経済的打撃を受けたり、かけがえ 
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のない生命を絶たれるなど、大きな不幸に見舞われており、交通事故被害者等を支援する 

ことが極めて重要であるため、交通事故被害者対策を推進します。 

（１）自動車損害賠償保障制度の充実等 

○ 自動車損害賠償保険（自賠責共済）の期限切れ、掛け忘れ等を防止するため 

の広報活動を推進します。 

○ 軽井沢町内の交通事故被害者救済のため、交通災害共済への加入促進を図りま 

す。 

 

     （２）損害賠償の請求についての援助等 

○ 交通事故相談所の業務等について周知するための広報活動を推進し、交通事故 

当事者に広く相談の機会を提供します。 

 

     （３）交通事故被害者支援の充実強化 

○ 交通事故被害者等の心情に配慮した相談業務を、交通事故相談所相談員等の被 

害者支援関係団体と連携して推進します。 

○ 警察から指定されている被害者支援ネットワーク相談員等が中心となり、交通 

事故被害者支援活動についての広報啓発を推進します。 
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第２章 踏切道における交通の安全 

第１節 踏切事故のない社会を目指して 

１ 踏切事故の状況 

踏切事故は、全国的にみて減少傾向となっています。軽井沢町内においても、平成１８年 

７月に、踏切で脱輪した車両と列車が衝突し負傷者が出る事故が発生した以降は、踏切事故 

の発生はありません。 

これは、踏切道改良等の安全対策の積極的な推進によるところが大きいと考えられます。 

 

２ 交通安全計画における目標 

   踏切道における交通の安全と円滑化を図るための措置を積極的に推進し、踏切事故の絶無 

を期します。 

 

第２節 踏切道における交通の安全についての施策 

１ 今後の踏切道における交通安全対策を考える視点 

踏切事故はひとたび発生すると、多数の死傷者を生ずるなど重大な結果をもたらすもので 

あること、事故防止対策を実施すべき踏切道がなお残されている現状にあること、事故防止 

対策が、同時に交通渋滞の軽減による交通の円滑化や環境保全にも寄与することを考慮し、 

それぞれの踏切の状況等を勘案しつつ、効果的な対策を推進する必要があると考えます。 

 

２ 講じようとする施策 

○ 自動車運転者や歩行者等の踏切道通行者に対し、交通安全意識の向上及び踏切支障時に 

おける非常押ボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を図るため、広報啓発活動等を強化し 

ます。 

○ 構造改良等の整備促進 

町内の踏切には、国道交差点と接する等、事故の危険性が危惧される踏切もあることか 

ら、構造改良、交通規制、保安設備の充実等について、関係機関と連携して、更なる安全 

性の確保に努めます。 
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【 付 属 資 料 】

交通安全対策基本法（昭和４５年法律第１１０号）市町村関係抜粋 

 

（市町村交通安全対策会議） 

第１８条 市町村は、市町村交通安全計画を作成し、及びその実施を推進させるため、条例で定める

ところにより、市町村交通安全対策会議を置くことができる。 

２ 前項に規定するもののほか、市町村は、協議により規約を定め、共同して市町村交通安全対策会

議を置くことができる。 

３ 市町村交通安全対策会議の組織及び所掌事務は、都道府県交通安全対策会議の組織及び所掌事務

の例に準じて、市町村の条例（前項の規定により置かれる市町村交通安全対策会議にあつては、規

約）で定める。 

 

（関係行政機関等に対する協力要求） 

第１９条 中央交通安全対策会議、都道府県交通安全対策会議及び市町村交通安全対策会議（市町村

交通安全対策会議を置かない市町村にあつては、市町村の長。次条並びに第２６条第１項及び第５

項において同じ。）は、その所掌事務遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長

（関係行政機関が委員会である場合にあつては、関係行政機関）及び関係地方行政機関の長、関係

地方公共団体の長その他の執行機関並びに政令で定めるその他の関係者に対し、資料の提供その他

必要な協力を求めることができる。 

 

（市町村交通安全計画等） 

第２６条 市町村交通安全対策会議は、都道府県交通安全計画に基づき、市町村交通安全計画を作成

するよう努めるものとする。 

２ 市町村交通安全対策会議を置かない市町村の長は、前項の規定により市町村交通安全計画を作成

しようとするときは、あらかじめ、関係指定地方行政機関の長及び関係地方公共団体の長その他の

執行機関の意見を聴かなければならない。 

３ 市町村交通安全計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

 (1) 市町村の区域における陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱 

  (2) 前号に掲げるもののほか、市町村の区域における陸上交通の安全に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために必要な事項 

４ 市町村長は、必要があると認めるときは、市町村の区域における陸上交通の安全に関し、当該年

度において市町村が講ずべき施策に関する計画（以下「市町村交通安全実施計画」という。）を
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作成するよう努めるものとする。この場合において、市町村交通安全実施計画は、都道府県交通

安全実施計画に抵触するものであつてはならない。 

５ 市町村交通安全対策議会は、第１項の規定により市町村交通安全計画を作成したときは、速やか

に、その要旨を公表するよう努めるとともに、市町村交通安全計画を都道府県知事に報告しなけれ

ばならない。 

６ 市町村長は、第４項の規定により市町村交通安全実施計画を作成したときは、速やかに、これを

都道府県知事に報告しなければならない。 

７ 第２項及び第５項の規定は市町村交通安全基本計画の変更について、前項の規定は市町村交通安

全実施計画の変更について準用する。 
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交通統計（長野県警察本部交通部発行）抜粋 

 

１ 全国の交通事故発生状況 

     年次  

区分 
28年 29年 30年 元年 ２年 

件 数 499,201 472,165 430,601 381,237 309,178 

死 者 3,904 3,694 3,532 3,215 2,839 

負傷者 618,853 580,850 525,846 461,775 369,476 

 

２ 長野県の交通事故発生状況 

 年次  

区分 
28年 29年 30年 元年 ２年 

件 数 8,301 7,952 7,251 6,281  4,802 

死 者 121 79 66 65 46 

負傷者 10,326 9,726 8,818 7,559 5,756 

 

高齢者 

件 数  3,109 2,954 2,824 2,489 1,930 

死 者 69 43 38 36 31 

負傷者 1,858 1,689 1,565 1,387 1,055 

 

３ 軽井沢町の交通事故発生状況 

（１）概況 

年次  

区分 
28年 29年 30年 元年 ２年 

件 数 143 155 137 126 92 

死 者 14 1 1 1 0 

負傷者 221 192 180 169 129 

 

高齢者 

件 数 51 48 46 49 38 

死 者 1 1 0 1 0 

負傷者 29 25 21 30 24 
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（２）状態別推移 

年次 

区分 
28年 29年 30年 元年 2年 

歩行者 
死 者 0 1 0 0 0 

負傷者 12 16 22 14 7 

自転車 
死 者 0 0 0 0 0 

負傷者 11 10 17 8 11 

二輪車 
死 者 0 0 1 0 0 

負傷者 7 4 9 4 10 

 

（３）ドライバーの事故（第一当事者） 

       年次 

区分 
28年 29年 30年 元年 ２年 

高齢者 

第一 

当事者 

件 数 26 29 33 28 23 

死 者 14 0 0 0 0 

負傷者 58 41 47 32 32 

全事故 

件 数 143 155 137 126 92 

死 者 14 1 1 1 0 

負傷者 221 192 180 169 129 

 

 

（４）飲酒運転による事故 

     年次  

区分 
28年 29年 30年 元年 ２年 

件 数 1 3 1 3 0 

死 者 0 0 0 0 0 

負傷者 1 5 1 4 0 
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市　（19） 件　数 １万人当り 町　（23） 件　数 １万人当り 村　（35） 件　数 １万人当り

松 本 市 724 30.2 軽 井 沢 町 92 47.0 根 羽 村 4 47.4

上 田 市 369 24.2 坂 城 町 39 27.6 小 谷 村 8 30.6

諏 訪 市 149 30.7 下 諏 訪 町 52 27.5 南 牧 村 9 28.0

東 御 市 74 25.3 長 和 町 14 25.0 小 川 村 6 26.2

岡 谷 市 124 26.0 御 代 田 町 38 24.5 白 馬 村 22 25.6

安 曇 野 市 279 29.6 小 海 町 9 20.8 下 條 村 9 25.1

長 野 市 992 26.9 立 科 町 13 19.3 平 谷 村 1 25.1

塩 尻 市 153 23.1 小 布 施 町 20 19.1 阿 智 村 13 21.3

佐 久 市 234 23.8 辰 野 町 33 17.7 松 川 村 15 15.6

千 曲 市 157 26.7 山 ノ 内 町 18 16.1 原 村 12 15.5

茅 野 市 123 22.3 高 森 町 20 15.8 青 木 村 5 12.2

飯 田 市 217 22.4 箕 輪 町 38 15.2 大 桑 村 4 11.7

大 町 市 61 19.6 松 川 町 19 15.2 宮 田 村 10 11.6

須 坂 市 95 19.2 木 曽 町 15 14.2 南 箕 輪 村 18 11.5

小 諸 市 77 18.7 信 濃 町 9 11.9 川 上 村 5 11.5

伊 那 市 96 14.5 池 田 町 11 11.7 山 形 村 9 10.9

中 野 市 92 21.8 富 士 見 町 15 10.8 大 鹿 村 1 10.6

駒 ヶ 根 市 54 16.9 南 木 曽 町 4 10.3 中 川 村 4 8.7

飯 山 市 33 17.0 佐 久 穂 町 10 9.9 麻 積 村 2 7.7

飯 綱 町 10 9.8 筑 北 村 3 7.2

阿 南 町 3 6.9 木 島 平 村 3 7.0

飯 島 町 5 5.5 朝 日 村 3 7.0

上 松 町 1 2.4 栄 村 1 6.1

喬 木 村 3 5.0

高 山 村 3 4.6

木 祖 村 1 3.8

豊 丘 村 2 3.1

野沢温泉村 1 3.0

南 相 木 村 0 0.0

北 相 木 村 0 0.0

売 木 村 0 0.0

天 龍 村 0 0.0

泰 阜 村 0 0.0

王 滝 村 0 0.0

生 坂 村 0 0.0

　　交通安全のために（長野県警察本部編集）抜粋

　　　　令和２年中の県内市町村別人口１万人当りの事故発生件数

注 ： 人口１万人当りの事故件数を市町村別に降順表示
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   信濃路は みんなの笑顔 つなぐ道 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軽井沢町交通安全対策会議 
事務局 〒389-0192  

 長野県北佐久郡軽井沢町大字長倉2381-1 

 軽井沢町住民課交通政策係内 

      電 話 ０２６７（４５）８５４０（直通） 
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